
行財政改革特別委員会会議録

平成２１年５月１３日

場 所 第３委員会室
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平成21年５月13日（水曜日）

午前10時３分開会

会議に付した案件

○概要説明

総務部

１．行財政改革大綱2007に基づく行財政改

革の取組状況について

２．公社等改革指針に基づく公社等改革の

推進状況について

○協議事項

１．委員会の調査事項について

２．調査活動方針・計画について

３．県内調査について

４．その他

出席委員（13人）

委 員 長 丸 山 裕次郎

副 委 員 長 武 井 俊 輔

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 福 田 作 弥

委 員 星 原 透

委 員 十 屋 幸 平

委 員 河 野 安 幸

委 員 山 下 博 三

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 髙 橋 透

委 員 河 野 哲 也

委 員 井 上 紀代子

委 員 徳 重 忠 夫

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 山 下 健 次

総 務 部 次 長
土 持 正 弘

（総務・職員担当）

総 務 部 次 長
萩 原 俊 元

（財務・市町村担当）

部参事兼総務課長 堀 野 誠

部参事兼人事課長 四 本 孝

行 政 経 営 課 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 西 野 博 之

事務局職員出席者

政策調査課主査 松 下 新 一

政策調査課副主幹 福 島 久 大

○丸山委員長 それでは、ただいまから行財政

改革特別委員会を開会します。

まず、委員席の決定についてでありますが、

ただいま御着席のとおり決定してよろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○丸山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程案をごらんくださ

い。

本日は、委員会設置後、初の委員会でありま

すので、まず、執行部より、当委員会の設置目

的に関連する現状と課題などにつきまして概要

説明をいただいた後に、調査項目及び活動方

針、活動計画について御協議いただきたいと

思っておりますが、以上のように取り進めてよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○丸山委員長 それでは、そのように決定いた
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します。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時４分休憩

午前10時５分再開

○丸山委員長 委員会を再開します。

本日は総務部においでいただきました。

初めに、一言ごあいさつ申し上げます。

私、この特別委員会の委員長に選任されまし

た西諸県郡選出の丸山でございます。

私ども13名が、この１年間、本県の行財政改

革に関する調査活動を実施することになりまし

た。

地方分権が進む中、本県におきましても、行

財政改革に着実に邁進することが不可欠であろ

うと思っております。当委員会の担う課題を解

決するために全力で取り組んでいきたいという

ふうに考えておりますので、御協力をお願い申

し上げます。

次に、委員を紹介いたします。

最初に、私の隣が、宮崎市選出の武井俊輔副

委員長でございます。

続きまして、皆様から見て左側ですが、西臼

杵郡選出の緒嶋雅晃委員でございます。

宮崎市選出の福田作弥委員でございます。

都城市選出の星原透委員でございます。

日向市選出の十屋幸平委員でございます。

宮崎郡選出の河野安幸委員でございます。

都城市選出の山下博三委員でございます。

続きまして、皆様から見て右側ですが、宮崎

市選出の鳥飼謙二委員でございます。

日南市選出の髙橋透委員でございます。

延岡市選出の河野哲也委員でございます。

宮崎市選出の井上紀代子委員でございます。

都城市選出の徳重忠夫委員でございます。

以上で委員の紹介を終わります。

それでは、執行部の幹部職員の紹介及び概要

説明をお願いいたします。

○山下総務部長 おはようございます。総務部

長の山下でございます。よろしくお願いいたし

ます。

ただいま、丸山委員長から、委員の皆様の御

紹介をいただきました。ありがとうございまし

た。

地方行財政を取り巻く状況は大変厳しいもの

がございますが、私ども職員一同、精いっぱい

努力してまいる所存でございますので、今後と

も御指導、御鞭撻を賜りますよう、よろしくお

願い申し上げます。

それでは、行財政改革特別委員会に関係いた

します幹部職員、課長補佐以上でございます

が、紹介をさせていただきます。座って紹介さ

せていただきます。

お手元の委員会資料の１ページの総務部幹部

職員名簿をごらんいただきたいと思います。

まず、総務・職員担当次長の土持でございま

す。

財務・市町村担当次長の萩原でございます。

部参事兼総務課長の堀野でございます。

総務課課長補佐（総括）の上山でございま

す。

同じく、総務課課長補佐（庁舎・財産担当）

の佐野でございます。

部参事兼人事課長の四本でございます。

部副参事兼人事課課長補佐（総括）の武田で

ございます。

人事課課長補佐（法令遵守・労務担当）の田

中でございます。

行政経営課長の桑山でございます。
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部副参事兼行政経営課課長補佐の井手でござ

います。

財政課長の西野でございます。

部副参事兼財政課課長補佐の日隈でございま

す。

最後になりますが、議会担当の総務課主幹の

今門でございます。

次に、説明事項でございますが、御指示のあ

りました２項目、１つが、行財政改革大綱2007

に基づく行財政改革の取り組み状況について、

もう一つは、公社等改革指針に基づく公社等改

革の推進状況についてでございます。

詳細につきましては、行政経営課長から説明

をいたさせますので、よろしくお願いいたしま

す。

私のほうからは以上でございます。

○桑山行政経営課長 それでは、私のほうから

御説明をさせていただきます。

お手元の委員会資料の３ページをごらんくだ

さい。行財政改革大綱2007に基づく行財政改革

の取り組み状況についてでございます。それか

ら、お手元には、別冊１でございますが、同じ

タイトルでやや分厚い資料をつけております。

こちらは詳細版になっております。

まず、こちらの別冊のほうの１ページをごら

んいただきたいと思います。ここで特徴等の御

説明を申し上げたいと思います。

この大綱の特徴でございますけれども、推進

期間につきましては、県政運営の指針でありま

す県の総合計画、新みやざき創造計画と同一の

期間、平成19年度から平成22年度の４年間を推

進期間としております。

それから、体系図にございますように、５つ

の柱、改革プログラムを中で構成しておりま

す。

まず、１点目としましては、地方交付税等の

削減あるいは社会保障関係費の増加、そういっ

たことから、財政面からの改革の必要性が一層

高まったということから、財政改革の具体的な

内容、これは第２期財政改革推進計画を取り込

んで行財政改革大綱というふうにしておりま

す。

それから、２点目でございますが、御承知の

とおり、平成18年11月に入札談合事件の発生、

翌19年５月には不適正な事務処理の判明等を踏

まえまして、この５つの改革プログラムの筆頭

に意識改革を置きまして、全体の奉仕者とし

て、まず、職員一人一人の意識改革を推進する

ことを掲げたところでございます。

それから、４番目に入札改革、これもプログ

ラムの一つとして位置づけております。

さらに、３番目に掲げております協働改革と

いたしまして、知事の提唱されております県民

総力戦の環境づくりということで、具体的に

は、県民フォーラムの実施あるいはＮＰＯ提案

公募型事業の実施、アウトソーシングの推進、

そういったものも計画の中に盛り込んで推進を

図ることとしております。２ページ以降には、

これまでの取り組みの詳細を記載しております

が、本日は、委員会資料の３ページに戻りまし

て、そちらで主な内容を御説明させていただき

たいと思います。

３ページをごらんいただきたいと思います。

まず、１の意識改革でございます。

①でございますけれども、公務員倫理の確立

という観点から、職員のコンプライアンスの徹

底を図るために、職員が遵守すべき倫理行動基

準、あるいは利害関係者との間のつき合い方に

ついて定めました「宮崎県職員倫理規程」を平

成19年６月に制定しております。また、翌年３
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月には、副知事をトップといたしますコンプラ

イアンス推進委員会を設置いたしまして、全庁

的な推進体制を整備したところでございます。

それから、②でございますが、行政運営の公

正性・透明性を確保する観点から、公益通報制

度、これは職員が業務を行っている中で、法令

等に違反する行為があるのではと思ったとき

に、人事課あるいは外部の弁護士に通報する制

度でございますが、こういったものの整備、そ

れから、職務に関する働きかけの記録・公表制

度を整備したところでございます。

それから、③でございますけれども、組織風

土改革の観点から、職員みずからが改革の担い

手として県庁を変えるといった機運を醸成する

観点から、特定の政策課題に関して職員から提

案等を募集いたしまして、優秀なものについて

は表彰、提案の一部については事業化を図る

と。そういった取り組みを行っているところで

ございます。

それから、④でございますが、人材育成の取

り組みといたしまして、技術系の職員を、総務

であったりあるいは企画、そういった事務部門

へ配置いたしましたほか、県内市町村あるいは

九州の各県との人事交流等を行ったところでご

ざいます。

それから、２番目の柱であります経営改革に

ついてであります。

２の①をごらんいただきたいと思いますが、

人材とか財源、そういった限られた経営資源を

有効に活用できるスリムで効率的な組織体制の

構築、行政課題への的確な対応ということで、

２つのぽつで掲げております、20年、21年度、

それぞれ組織改正を実施しております。特に20

年度につきましては、本庁において、部の再編

による県民政策部の設置あるいはこども政策

局、企業立地推進局の新設など、大規模な組織

改正を実施したところでございます。

②の定員管理につきましては、教育委員会、

警察本部等を含む総職員数を、この大綱のスタ

ート年である19年から２年間で364人、暫定値と

書いてありますが、純減を行っているところで

あります。数値目標といたしましては、括弧書

きで記載しておりますが、平成17年対比で1,000

人の純減を掲げておりますが、現時点では880人

の純減ということで、おおむね順調に推移して

いるところでございます。

それから、③と④でございますが、これは不

適正な事務処理の判明を受けての対応といたし

まして、再発防止の徹底、適正な事務執行体制

の確保という観点から、③は会計事務、④は物

品の調達管理につきまして、職員研修の充実あ

るいは出先機関に対する指導・検査体制の強化

等を図ったところでございます。

それから、⑤でございますが、各種相談窓

口、あるいは県民利用施設での利便性の向上、

県民サービスの充実ということで、主な取り組

みを２件掲げております。まず１点目は、パス

ポートセンターにつきまして、宮崎におきまし

て19年７月から日曜日交付を開始しておりま

す。このほか、平成20年には、日南、小林、高

鍋、日向の各総合庁舎において窓口を新設した

ところでございます。２点目でございますが、

自動車税につきまして、パソコンや携帯電話に

よるインターネットを利用したクレジットカー

ド収納を導入しまして、利便性の向上を図った

ところでございます。

続きまして、４ページをごらんいただきたい

と思います。

３の協働改革についてでありますが、県政の

運営に当たりましては、適正な役割分担のもと
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に、県民あるいは民間団体、さらに市町村、そ

ういったところとの連携、協働を推進している

ところでございます。

まず、①の、県民のさまざまな意見を県政に

反映させるため、知事が県民と直接意見交換等

を行います県民ブレーン座談会あるいは県民フ

ォーラムを開催しているところでございます。

それから、②でございますが、ＮＰＯとの協

働ということで、県の事業で20年度は87事業、

補助であったり、委託であったり、共同の開催

とか、多様な形態によりまして87事業を協働事

業で実施いたしますとともに、新みやざき創造

計画の中の創造戦略をテーマに、ＮＰＯから事

業を公募いたしまして、うち３件につきまして

ＮＰＯに実施をしていただいたという状況でご

ざいます。

それから、③の指定管理者制度の活用でござ

いますが、平成21年度につきましては、川南町

の遊学の森など４つの施設につきまして新たに

制度を導入しまして、合計66施設で指定管理者

制度を導入実施しているところでございます。

それから、④でございますが、市町村への権

限移譲につきましては、住民サービスはなるべ

く身近なところでという考えのもとに、県があ

らかじめ移譲対象事務を示しまして、市町村が

希望選択するというメニュー方式によって推進

しているところでありますが、平成21年４月１

日までのこの２年間で、新たに268事務を県から

市町村へ移譲いたしますとともに、この大綱制

定時の19年４月１日時点で既に移譲していた事

務、692ございましたが、このうち255の事務に

つきましては、移譲する市町村数を拡大したと

ころでございます。

それから、３の協働改革の中に公社等改革の

推進も入っておりますが、これにつきまして

は、別に特出しで後ほど御説明したいと思いま

す。

それから、４番目の入札改革でございます。

県の発注します公共工事に係る入札談合事件に

よりまして失われました県政に対する信頼の一

日も早い回復ということで、それに向けて、入

札の透明性の確保あるいは公正な競争の促進、

一方で、適正な施工の確保、品質確保などの視

点に立ちまして、①から④のような入札制度改

革を推進しております。

まず、①でありますけれども、県の発注いた

します公共工事等につきまして、電子入札を平

成19年７月までに全面導入いたしますととも

に、20年１月までに、予定価格250万円以上の公

共工事を原則として一般競争入札に移行したと

ころでございます。

それから、②でございますが、品質確保とい

う観点から、総合評価落札方式の発注を拡大し

たところでございます。

それから、③でございますけれども、技術力

や地域貢献度の高い地元企業の育成を図るとい

う観点から、総合評価落札方式に地域企業育成

型を設けて、21年１月から110件を試行しており

ます。これは②の591件の試行の内数として110

件を実施したところでございます。

それから、④でありますけれども、一部の建

設工事等につきましては、最低制限価格付近へ

の集中の緩和といったような観点から、予定価

格の事後公表の試行にも取り組んでいるところ

でございます。

最後に、財政改革についてでございますが、

ここには平成21年度予算編成におきまして取り

組みました主なものを記載しております。

①でありますけれども、財政改革プログラム

の中期財政見通しで見込んでおりました収支不
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足額278億円が337億円へと拡大いたしましたこ

とから、４つのぽつで掲げております取り組

み、具体的には、１番目でございますが、特別

職の給料あるいは管理職手当等の人件費の削

減、これによりまして16億円、それから、下か

ら２つ目の事務事業の見直し等により58億円、

あるいは一番下のネーミングライツの活用等の

収入確保対策により18億円、こういったことに

よりまして約97億円の収支の改善を図ることに

よりまして、不足額を240億円まで圧縮したとい

うことでございます。

それから、②でございますが、いわゆるゼロ

予算施策、予算措置を伴わずに、工夫によりま

して県民サービスの向上を図ろうというもので

ございますけれども、こういったものを推進し

ましたほか、メリットシステム、これは節約し

た事務費の一部、執行残額の一部を翌年度予算

に加算する仕組みでございますが、こういった

システムの導入などを行ったところでございま

す。

行財政改革大綱に基づく取り組み状況につい

ては以上でございます。別冊で詳細版をお配り

しておりますので、後ほどそちらのほうもごら

んいただければというふうに思っております。

次に、公社等改革指針に基づく公社等改革の

推進状況について御説明を申し上げたいと思い

ます。

委員会資料の５ページをごらんいただきたい

と思います。

まず、１番の改革の基本的な考え方について

でございます。

（１）でございますけれども、公社等は、そ

れぞれ公益的な設立目的を持って、県の政策目

的を補完する、いわば県民のための事業活動を

行う法人と言えるわけでありますけれども、社

会経済情勢の大きな変化あるいは本県の厳しい

財政状況を踏まえますと、その役割や必要性に

つきましては、やはり抜本的な見直しが必要で

あると。また、存続するという公社につきまし

ては、その経営の効率化あるいは自立化を推進

する必要があるというふうに考えております。

それから、（２）でありますけれども、改革

を進めるに際しましては、県と公社と双方が十

分な共通の理解、認識のもとで取り組む必要が

あると。と申しますのは、公社等は、県の出資

等は受けているものの、独立した法人格を有し

ておりますので、改革には主体性を持って取り

組んでいただく必要があるということ。一方、

県という立場からは、出資者としまして、ある

いは役員等の職員派遣を通じまして、一定の経

営責任を有しているということ。それから、指

導監督を行う監督行政庁の立場もございます。

そういったことから、両者が共通の理解と認識

を持って改革に取り組む必要があるというふう

に考えております。このような考えに立ちまし

てこれまで改革に取り組んでいるところでござ

います。

次に、２番目の改革指針の策定状況でござい

ますけれども、まず、平成16年３月に最初の改

革指針を策定しております。推進期間は３年間

ということで、対象は、平成14年度から公社等

の評価システムというものを構築、取り組んで

おりましたが、その際、対象としておりまし

た63の法人を改革指針の対象としたところでご

ざいます。原則として県が出資等を行っている

団体が対象となっております。

さらに、平成19年３月でございますが、指定

管理者制度の導入等を初めとします公的サービ

スへの民間事業者等の参入機会の拡大、あるい

は公益法人制度の見直しの動き、さらには県の
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財政が一層危機的な状況にあるといったことを

踏まえまして、引き続き公社改革を推進するこ

とといたしまして、指針の改定を行っておりま

す。

推進期間は本年度までの３年間。対象は、63

法人が統廃合を進めましたので、残る52法人と

いうことで、対象は変えておりません。

次に、改革指針の内容でありますけれども、

指針におきましては、（１）から（３）に掲げ

る視点によりまして、公社ごとの改革の方向性

と取り組み内容を定めております。

具体的には、（１）の公社等のあり方の検討

でありますけれども、公社等の役割、あるいは

事業の必要性は低下していないのか、あるいは

民間でできないのか、類似団体との統合により

まして事業の効率化は図れないか、そういった

視点でございます。

それから、（２）の公社等の経営の見直しで

ありますけれども、収入の確保、経費の節減に

より財務の改善を図るということ。それから、

組織体制の効率化、職員の適正配置、役職員の

適正化など、組織などの適正化を図るという視

点でございます。

それから、（３）でありますけれども、県と

公社等との関係の見直しということで、人的支

援の見直し、具体的には、代表者への知事ある

いは県職員の就任を原則廃止するとか、役職員

への県職員派遣を削減する、そういったような

取り組みをしております。それから、財政支出

の見直しでございますけれども、県の支出の抑

制の観点から、補助金、委託料等の必要性ある

いは積算内容の見直し、あるいは事業の委託に

当たりまして、公社等の随意契約から一般競争

入札による契約、そういう競争性の確保に取り

組んでいる。こういった３つの視点によりまし

て改革に取り組むこととしております。

次に、４番の改革の点検・評価でございます

が、指針を策定した16年度以降、毎年度、公社

ごとの改革の進捗状況、経営状況等につきまし

て点検を行い、評価を行い、その結果を公表し

ております。これにつきましては、別冊２「平

成20年度公社等経営評価シート」というのをお

配りしております。こちらのほうをごらんいた

だきたいと思います。これがホームページで公

表しております公社等の点検評価を行った結果

でございます。各公社ごとに作成をしておりま

す。

まず、この別冊２の表紙でございますが、公

社等を３つに分けております。一番下が商法法

人でございます。一番関与が薄くなる部分にな

ります。上２つが公益法人等になりますけれど

も、上の県関与の高い法人（31法人）につきま

しては、具体的に申しますと、県の出資が25％

以上、または25％未満であっても県の人的関与

のある法人でございます。それから、県関与の

低い法人（９法人）につきましては、県の出資

が25％未満で人的関与もない法人、こういう区

分にしておりまして、特に上の31法人につきま

しては、次のページでごらんいただきますが、

改革の工程表あるいは事業活動とか財務指標に

目標値を設定してそれの実現に取り組む。ある

いは県、公社双方から評価を行う。そういった

より詳細な点検・評価を実施しておるところで

ございます。

具体的には、次のページ、私学振興会を例に

簡単に御説明したいと思います。

ページの左側に、概要、改革工程、県関与の

状況というふうに表が分かれておりまして、一

番上の概要のところには、県の出資額あるいは

出資比率が記載してありまして、設立等に当
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たっての県の関与の状況がわかるようになって

おります。また、設立目的という欄があります

が、そちらのほうで公益目的が何なのかという

ことを把握できるようにしております。

それから、２番目の表になります改革工程で

ありますけれども、これは先ほど委員会資料の

５ページの３のところで、各公社ごとに（１）

から（３）の項目で改革の方向性、取り組み内

容を定めていると御説明申し上げましたが、そ

の形で改革工程の表の中で、まず、①公社等の

あり方の見直し、②として公社の経営見直し、

③として県と公社等の関係の見直し、人的支援

あるいは財政支出でございますが、この３つの

区分に沿って記載をしております。そして右側

に年次が書いてありますが、年次を追ってその

改革工程の予定と実績を書くようにしておりま

す。

それから、次の表は、県関与の状況というこ

とで、人的支援、役職員の県職員あるいは県Ｏ

Ｂの就任状況、財政支出ということで県の委託

料、補助金等の額、あるいはその内訳等を記載

しているところでございます。

それから、次のページをごらんいただきたい

と思いますが、大まかに言いまして、上半分

は、法人の実施事業、財務状況、貸借対照表な

りの細かな数字がたくさん書いてありますが、

事業の内容あるいは財務の状況につきまして記

載をさせ、そして、それぞれについて活動指標

あるいは財務指標という欄がありますが、そこ

に指標名を書きまして、本年度はこの数字実現

に向けて取り組もうと、そういう目標設定、目

標管理制度を取り入れまして努力を促してい

る、あるいは結果を評価するというような形に

しております。

それから、一番下に総合評価という欄がござ

います。こちらは、ただいま申し上げました目

標設定、その結果が左下のグラフのところあた

りに出てまいります。あるいはＡ、Ｂ、Ｃ評価

でもなされておりますけれども、こういったも

のを踏まえまして、左のほうで公社等の自己評

価という欄がございます。その右に県所管部課

二次評価ということで担当課のほうが評価しま

す。一番右下に公社等改革推進委員会三次評価

という欄がございます。これは副知事をトップ

としますこういった委員会をつくっております

が、その委員会での最終的な県としての評価を

行っているところでございます。

このような形で、各公社ごとに、特に県と関

与の大きな公社についてはなるべく詳細に改革

の進行管理等を行って、改革の推進を図ってい

るという状況でございます。

それでは、委員会資料の６ページに戻ってい

ただきたいと思います。６ページに、５としま

して、改革の主な実績を記載しております。

まず、（１）の公社等の統廃合でございます

が、初めて指針を策定いたしました平成16年度

以降、公社数は63から21年度で49ということ

で、14、率にして約22％の減となっておりま

す。その内訳は、下の①の表にございますとお

りでありまして、16年５月31日、株式会社シン

クタンク宮崎の解散、最近では21年１月６日に

高千穂鉄道株式会社が解散といったようなこと

で、解散あるいは複数の公社の統廃合といった

ことで、14の公社等が削減されているという状

況になっております。

それから、②の表でございますが、今後の予

定として、今後廃止等が明確になっているもの

をここに記載しております。まず、土地開発公

社でございますが、22年度末を目途に解散の見

込みでございます。それから、社会福祉事業団
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でありますけれども、県立の社会福祉施設の運

営をやっていただいておりますけれども、これ

を事業団に無償譲渡いたしまして、21年度まで

に自立化支援補助金を交付して、22年度からは

完全に自立という予定になっております。それ

から、最後に生乳検査協会ですけれども、これ

につきましては、生乳の検査体制につきまし

て、九州の団体への業務移管とか、県内で残る

業務を農業関係の団体に移管するということ

で、21年度末までに解散する見込みになってお

ります。

それから、（２）としまして、県の関与の状

況につきまして改革の取り組み状況を記してお

ります。まず、県職員の派遣数でありますけれ

ども、15年度で183名でございましたが、21年

度、この４月で80名ということで、103名の減と

なっております。率にして56.3％の減になって

おります。また、財政支出の額につきまして

も、15年度166億円であったものが107億円とい

うことで、59億円、35.5％の減となっておりま

す。

最後に、７ページの今後の取り組みについて

でありますが、公社等改革につきましては、御

承知のとおり、平成15年度に県議会におきまし

て広域行政特別委員会が設置されまして、当時

熱心な調査、御意見をいただきまして、それを

踏まえまして、16年度から公社等改革指針を策

定しまして取り組んできたところであります。

今申し上げましたように一定の成果は上がって

いるのではないかというふうに思っておりま

す。

しかしながら、最近の一層厳しさを増す県の

財政状況に加えまして、公社等を取り巻く環境

も、「地方公共団体の財政の健全化に関する法

律」の施行、公社の赤字あたりが県の赤字とし

てとらえられるような状況、それから、新公益

法人制度の施行などによりまして大きく変化し

ております。こうした中で、本年度が改革指針

の改定版の終期となっておりますので、これま

での実績を踏まえまして指針の見直しに取り組

むことにしております。先ほど御説明いたしま

した行財政改革全般も含めまして、また、この

特別委員会を初め、議員の皆様の御指導、御助

言をいただきながら進めてまいりたいと思って

おりますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。

最後に、８～９ページに公社等の具体的な名

称、出資等の状況を一覧表にしておりますの

で、ごらんいただければと思います。

説明は以上でございます。

○丸山委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、御質疑等ありましたらお願いいたしま

す。

○鳥飼委員 何点かお尋ねをいたします。

まず、３ページ、確認なんですが、１の意識

改革の④の技術職員を事務部門へ配置するとと

もにというのは、主事、技師というのがありま

すけれども、そういう技術職を、技師の方を移

すということですか。

○桑山行政経営課長 おっしゃるとおりでござ

いまして、例えば土木職とか農業土木職とかそ

ういった方を、従来、事務職員、行政職とかそ

ういう職がやっていたところに配置させて幅広

い経験をさせるという趣旨でございます。

○鳥飼委員 それから、経営改革のところでご

ざいますが、②のところ、すべての部門の総職

員数、純減1,000人で、今880人ということです

けれども、これについては、次のページにもＮ

ＰＯ法人等にとかいろいろ書いてございます。

純減をするということであれば、業務を市町村
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に移管する、あるいは民間なりＮＰＯ法人が担

い手たり得るというものでないといけないと思

うんですけれども、具体的に、特徴的に言え

ば、どのようなものがあるのかお示しをいただ

きたいと思います。

○桑山行政経営課長 職員数を純減させるとい

うことで、基本的には、事務事業の見直しある

いは組織の統廃合、委託の推進といったものが

大まかに言うと挙げられると思います。組織の

統廃合につきましては、簡単に申し上げます

と、３つあった組織が１つになることによりま

して、共通部門の職員数が減るということがご

ざいますし、あるいはスケールメリットという

部分も出てくると思います。それから、委託等

につきましては、最近の例といたしまして、現

業業務の委託といったような取り組みもござい

ます。

○鳥飼委員 余り答えになっていないけど、い

いです。きょうは初日ですのでいいことにして

おきたいと思います。

続けて、４ページ、協働改革の④、平成21年

４月１日までの２年間に268事務、移譲済み

が960ということで書いております。そもそも移

譲対象事務というのは、別冊１によりますと、

追加がありまして、2,280事務ということになる

と思うんですけれども、現在のところ、移譲事

務数というのは960ということで考えてよろしい

んでしょうか。

○桑山行政経営課長 おっしゃるとおり960でご

ざいます。ただ、960も、ある事務については３

つの市町村のみとか、ある事務については11幾

つの市町村に移譲されているとか、受けた市町

村の数には違いがございます。

○鳥飼委員 わかりました。だから、960として

も、延岡市は960あるかもしれないけど都城市

は450かもしれないというようなことだろうとい

うことで推定をいたしますが、それにしても半

数以下といいますか、４割ちょっとぐらいなん

です。以前の記事にもあったんですけれども、

なかなか進まないという理由ですね、今、桑山

課長が言われたように、960あるけれども、少な

い市町村になっていたりするということで、現

実的にはなかなか移譲は進んでいないのではな

いかというふうに判断するんです。そこ辺の現

状はどのように判断しておられますか。

○桑山行政経営課長 県といたしましては、市

町村合併の進展等に伴いまして、市町村のほう

にも、住民にとってサービスは身近なところで

受けられるというのが一番よいことだと思いま

すので、こちらのほうから市町村に対して働き

かけを行って、なるべくこういった事務につき

ましてお引き受けいただくような働きかけはし

ているところでございます。ただ、市町村にお

きましても、財政状況厳しい中で、例えば行革

が進められていて人的余裕が厳しいとか、いろ

んな御事情があろうかと思います。そういった

中で現在の数字になっておりますけど、今後と

もあらゆる場面を通じまして、市町村には、住

民にとって身近なところでサービスを受けたほ

うがいいのではないかと、そういう観点から働

きかけを続けていく必要があるというふうに

思っております。

○鳥飼委員 そういう意味では推進をすべきだ

ろうと私も思うんですけれども、財源、人間、

権限の「三げん」が来ないことにはなかなかだ

よというのがあるわけで、市町村が二の足を踏

む原因になっているのではないかと思うんです

けれども、その辺の手当てはどんなふうにして

おられるんでしょうか。

○桑山行政経営課長 この事務の権限移譲の関



- 11 -

係につきましては、県から交付金を市町村にお

支払いするようにしておりまして、大まかに言

いますと、処理件数に応じまして、地方交付税

の人件費の単価等により積算しました人件費等

に要した相当額を翌年度に精算して交付すると

いう形で、財源的な手当てにも配慮していると

ころでございます。

○鳥飼委員 課長もかわったばかりですからな

かなかあれでしょうけれども、財源的には不十

分な点があるのではないかというふうに思いま

すので、今後そういうところも踏まえて進めて

いただければということで、きょうのところは

そのところについてはそういうふうにしておき

ます。

それから、公社等の改革につきまして、県関

与の高い法人、低い法人、商法法人ということ

で、先ほど、出資が25％、人的関与のある法人

というのが関与が高いんですよという御説明が

あったものですから、わかったんですけれど

も、例えば、委員会資料の８ページにありま

す10番、宮崎県環境科学協会というのは、0.7％

という出資割合です。しかし、県関与度の高い

法人にランクをされているわけです。25％とい

うところで線を引かれたのがどういう根拠なの

かわかりませんけど、それはさておくとしまし

て、それぞれの法人にもよるんでしょうけど、

なぜこういう低いところが関与度が高いという

ふうに位置づけられているのか。個別になるか

らそんなにたくさん聞かれてもわかりませんよ

ということになるかもしれませんが、わかって

いる範囲でお尋ねします。

○桑山行政経営課長 先ほど申し上げました別

冊２の関与の高い31法人でございますが、出資

等が25％以上であるという要件が１つと、25％

未満であっても、人的関与ということで、現役

の職員の出向あるいはＯＢの役職員への就任、

両方含めましてそういう人的な関与がある場合

には、関与の高いという位置づけをしておりま

して、おっしゃいました環境科学協会につきま

しては、出資等は極めて低いんですが、ＯＢが

そこに行っているということで、関与の高いと

いう区分にしてあるところでございます。

○鳥飼委員 それは私もわかっているんです

よ。ですから、なぜ関与度が高いのかというこ

となんです。なぜ県が人的な関与をしているの

かと。私が最初に、たくさんあって課長もわか

らないかもしれませんけれどもと申し上げたの

はそういうことなんです。0.7％という出資比率

で関与度が高いほうに入っているわけで、設立

の経緯等ももちろんあるんでしょうけれども、

ですから、先ほど、たくさんあるから課長もわ

からないかもしれませんけれどもねというふう

に申し上げたのはそういうことなんです。

○丸山委員長 個別な公社ですので、わかりづ

らければわかりづらいということで、また次の

委員会もありますので、その中で協議していこ

うと思っておりますけれども、わからなければ

わからないということで答弁していただいても

構わないと思います。

○鳥飼委員 そういうことで、問題意識を持っ

ているということで理解しておいていただけれ

ばと思います。

○桑山行政経営課長 環境科学協会について申

し上げますと、昭和48年にこの協会は、公害等

による環境汚染が深刻になっている中で、公害

防止体制を速やかに確立するために、環境に係

る測定分析、調査研究、技術指導等を行うと

いった目的で設立されたということで、出資と

してはわずかであったけれども、そこに県の職

員、ＯＢが人的に関与するに至って、こういっ
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た趣旨、目的の中で県が関与してきたといいま

すか、そういうことだと思うんです。この目的

自体は県の公害行政と密接な関係があったとい

うことでございます。

○鳥飼委員 一応そういうことに。最初ですか

ら、結構です。

それで、商法法人ですけれども、９法人ある

ということになっておりまして、４番の宮崎ケ

ーブルテレビ株式会社、これは7.9％なんです

が、契約世帯数の過少申告が今、新聞に出てい

るんですけれども、その状況は把握をしておら

れるんでしょうか。

○桑山行政経営課長 そういった情報は報告い

ただいております。直接の所管は県民政策部の

ほうになります。県民政策部では、民と民の話

なので状況を見守るということだったかという

ふうに認識しております。

○鳥飼委員 そういう意味では、商法法人にそ

れぞれ出資をしているというのはそれなりに意

味があるだろうと思うんですけれども、苦情の

電話とかが来るんですね、何しているんだと。

もちろん私どもも知らなかったことで、県の行

政も知らなかった。内部操作をされていたわけ

で、そういう状況の把握なり、呼んで聞くな

り、出資しているということは、株主じゃない

かもしれないけれども、それなりのものはある

わけですから、それはしっかり調査をしていた

だきたいということで、桑山課長のところはま

とめるところでありますので、お願いしておき

たいと思います。

○桑山行政経営課長 所管部局のほうにはお伝

えしたいと思います。

○鳥飼委員 私学振興会というのがあります。

これは関与度の高いところで、いろいろとやっ

ていただいているんですけれども、今後、公益

法人に移行するということで、新しい法人制度

ですね、そういう取り組みもしていただいてい

るんですけれども、具体的な中身の指導という

のは文化文教・国際課ということになるかと思

うんです。ですから、行政経営課にそこまでと

いうのはあるかもしれませんけど、争訟の対象

になっているんですね、背任で。進行中という

こともあったりして、それの指導がしっかりさ

れているのだろうかというふうに思います。

きょうはそういう指摘だけしておきたいと思い

ます。しっかり対応していただきたいというこ

とで指摘にとどめたいと思います。終わりま

す。

○井上委員 適正な定員・給与の管理というと

ころをお願いしたいんですが、知事部局が減数

が292で、教育委員会が減数が430となっている

わけです。最初に、知事部局で一番減っている

部局というのはどこなんですか。292名の減の具

体的な内訳というと、どこの部局が一番減って

いるんですか。

○桑山行政経営課長 手元に資料がありません

ので、後ほどお答えさせてください。

○井上委員 ちょっと疑問がわくのは、適正な

定員というのを、平成23年の目標は1,000名減と

なっているわけです。これでいけば、警察本部

というのは具体的にはそう減っていないわけで

す。知事部局が292減って、公営企業のところ

が175減って、教育委員会が430減っているわけ

です。この適正な定員の減らし方ですよ。どう

いう観点で減らしていくのかということが疑問

がわくわけです。どこだって減らないほうがい

いに決まっていると思うんです。例えば警察

だって警察官が減るということについては、県

議会も警察官をふやしてほしいという希望を出

したこともありますし、それはあると思うんで
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すが、具体的に減らすのは、警察関係をのけ

て、知事部局と公営企業と教育委員会とをター

ゲットにしているのか。それとも全体的に減ら

すときの、削減していくときの明確な基準みた

いなのを具体的に持っているんですか。

○桑山行政経営課長 ここで知事部局等を初め

としまして大まかに４つ分かれておりますが、

例えば警察であれば、国で政令等で定数を決め

る部分がありますので、なかなか県の思惑どお

りにならないといいますか、犯罪の増加等に応

じてふえるという部分はございます。あと、財

政が大変厳しい中で、職員数については、適正

といいますか、少なくなることによってそれだ

け人件費の負担は減るわけですけれども、それ

ぞれの部局におきまして、組織のスリム化、定

数を削減する観点から、いろんな見直しを行い

まして、それだったらこのくらい減るだろうと

いうことをそれぞれヒアリング等も行いながら

積み上げて調整したものが、こういった形

の1,000人という目標として掲げているところで

あります。

○井上委員 ですから、適正な定員というその

基準ですよ。具体的に基準みたいなのを県は

ちゃんと持って、それによってこの数をはじき

出してこれの目標に向かってやっているのかと

いうこと、その基準が知りたいということで

す。

○桑山行政経営課長 はっきり言って、何人い

れば適正かというその基準というものはないと

いうふうに思います。この中でいいますと、例

えば病院局でありますれば、現業業務の見直し

を予定していれば、そういった職員が今後減る

だろうと。そういったものが将来の数のカウン

トの中に入ってくるわけです。それともう一つ

挙げれば、国のほうで集中改革プラン等やりま

したが、そのときに4.6％目標、それ以上の削減

という話がありましたが、そういった数値目標

を国が各地方公共団体に示したというものはご

ざいます。ただ、今が適正なのか、客観的には

かるものはないというのが現状かと思います。

○井上委員 私は、この前の議会のときに、こ

れの問題については質問させていただいたんで

す。民間だったら事業部制をとっていたりし

て、その予算の範囲の中で適正にしていくには

これぐらいの人数で、それによって削減してい

くことについても、お互いが納得の上で削減が

できるという部局制も含めてですね、そういう

のを取り入れないと、基準があいまいなまま適

正な定員と言われても、学校の先生がこれだけ

減っていくことが適正なのかどうかというのも

よくわからないわけですね。今後の議論なの

で、またこれについては細かく、もう少し予算

編成との絡みを含めて、これについては具体的

に私たちも納得がいけるように、委員会で納得

ができるような提示というのを。減るわけです

からね、退職者なんだけど、次、採用しないで

それをずっとやってきているということなんだ

けれども、そこについて何を適正とするのかと

いうことも含めて、根拠みたいなのを教えてい

ただきたい。後でいいです。これからの委員会

審議でいいですので、そこを明確に教えていた

だきたい。

それから、もう一つ、きょうはその２点にし

たいと思うんですが、公社等の改革指針は、こ

こに書かれているように、改革の基本的な考え

方というのは、これは確かにそうだろうと私も

思います。それで、共通理解と認識のもとで取

り組むというふうにされているわけです。先ほ

ど鳥飼委員からもありましたけれども、ある意

味では、県としては公社改革についてはこう臨
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むというのが明確にないと、出資比率は少ない

けれども、人的な支援だけはずっとし続けてい

くというときに、何か明確なあれがないと問題

点というのが明らかになってこないと思うんで

す。県としては、それは部局内でできるもので

あれば部局内でしていって、できるだけそこを

スリム化していくということも考えていくのか

どうか。公社の考え方については緩やか過ぎ

て、もっと県側も、公社改革をしていくならし

ていくでもう少し明確な線引きみたいなのが、

強い線引きみたいなのは必要なのではないか

と。これは単なる感想なのでお答えにくいかも

わかりませんが、これでいけば、ゆっくり減っ

ていくのを待っているみたいな感じがしないで

もないんですが、本質的に公社改革で何を目指

すかと言われたら、ここにきちんと書いてある

わけだから、それに向かって県がもう少しきち

んと手を出すみたいなところは出せるのかどう

か。具体性がもっとあっていいのではないかと

思うんですけど、そこについてはどのように

なっているんですか。

○桑山行政経営課長 公社等改革につきまして

は、これまで６年間取り組んできているわけで

ありますけれども、一定数の削減等図られて、

人的・財政的支援についても削減が図られてい

る。公社数についても減ってきていると思いま

す。ただ、おっしゃるように、今の状況、社会

情勢がどんどん変わっていきますので、その中

で今回新たな指針をつくる。そんな中で今おっ

しゃったような、明確でないという御意見もあ

りますので、公社関係はどうすべきなのかを改

めて議論して考えていく。先に向かってそうい

う視点を持って対応していく必要があるという

ふうに考えております。

○井上委員 特別委員会で私たちも議論をして

いくわけですけど、部長の公社改革についての

基本的なお考えというか、急激な変化というの

は大変なんでしょうけれども、この公社改革に

手をつけるということについて、６年間やって

きた経過と、今後どのような線引きをされるの

かということについては、何か見通しみたいな

のはあるんですか。

○山下総務部長 先ほどから行政経営課長が詳

しくこれまでの取り組みを説明申し上げました

けれども、それなりの進捗はしているかなとい

うのが私の基本的認識でございます。ただ、や

はり３年たつと、時代の流れは変わっておりま

すので、当然そういった中で新たな見直しをし

ないといけないという気持ちは十分持っていま

すし、時あたかもこういう特別委員会が設けら

れまして、ある意味、私どもでは議論が及ばな

いというか、しにくいようなところもできれば

議論をしていただきたいという気持ちもござい

ます。そういったことで、ぜひこの１年かけて

指針はいいものをつくり上げたいというのが基

本的な気持ちでございます。

○井上委員 公社の有用性みたいなのもあっ

て、つぶすということだけが先行するというの

は間違いが出てくると思うんです。ですから、

そういう意味で、県政にとって何を必要とし、

何が必要でないのかというきちんとした線引き

がないと、手を出しにくいところがすごくある

ような気がするわけです。既得権益的なことだ

けで議論をされると、なかなかこの公社改革と

いうのは進まないのではないかという思いがす

るので、特別委員会の議論と県側の議論とがで

きるだけ一致できるような方向性をつくり上げ

ていただく。各部局含めてですけれども、その

体制をつくり上げていただく。総務部だけでは

なかなか難しい点があると思うんですけど、体
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制づくりを、地ならしみたいなのを総務部長に

はやっていただきたいと要望しておきたいと思

います。

○丸山委員長 ほかにございませんか。

○髙橋委員 １点だけ確認させていただきます

が、先ほど、別冊の５ページで、適正な定員の

ことで質疑もあったんですが、今まで聞く話で

いうと、減が目的である、人員減ありきで進め

られているように聞こえてならんとですが、こ

れはたまたま黒三角（マイナス）になっている

けど、適正というのは、ふやさにゃいかん適正

もあると思うんです。そこがそちらの考え方に

あるのかどうかの確認をまずさせていただきた

い。

○桑山行政経営課長 総数としては減ってきて

おるわけですけれども、中身的に見ますと、削

減されるところがある一方で、人員的に増員し

て増大する行政需要に対応するというところも

ございます。スクラップ・アンド・ビルドとい

う考え方は人員にもあるというふうに思ってお

ります。

○髙橋委員 そこの仕事を業務委託すれば、当

然正職員は削減されるわけですから、純減でそ

れはわかるんです。その分がかなり占めている

と思うんです。私たちも県庁に来ると、夜遅く

まで電気がついているときも多々見受けられる

ものですから、そして、身体まで壊されている

方もいろいろとお聞きしたりするものですか

ら、先ほどから減ありきに聞こえてならなかっ

たものですから、ちょっと確認させてもらいま

した。今おっしゃいましたように、職場によっ

ては、適正というのは、ふやさにゃいかん職場

もあるんですよという認識は、行政経営課にあ

るということを確認していいですね。―わか

りました。

○丸山委員長 ほかにございませんか。

○十屋委員 適正な定員と給与の管理というと

ころですけれども、１点だけお聞きしたいの

は、県の総合政策の中で重点施策があります

ね。その中で、行革は、先ほど言ったように減

らすばかりじゃないという側面もあったり、ま

た、政策上そこに重点的に人を配置しなければ

いけないと。それぞれの部課は定員が決められ

ていて、特別にこの政策にとっては人が必要だ

と。組織改編したりいろいろやって手厚くして

いくんでしょうけど、そのあたりの流動性とい

うのは柔軟に対応できるものなんですか。

○桑山行政経営課長 お答えになるかどうか

ちょっと自信がないんですが、例えば20年度で

あれば、子供という部分に着目して、従来複数

の部局にまたがっていた組織を一本化して体制

を充実するというようなことがありました。そ

ういったように、その時々の行政需要が最近短

いスパンで変わってまいりますので、必要に応

じて部局の枠も超えて見直すべき組織は見直

し、充実するところには人を手厚くするという

対応を、これまでもやってきているつもりです

し、今後もやりたいというふうに思っておりま

す。

○十屋委員 その期間といいますか、政策的な

期間で、今、課長が言われたように時代の流れ

で、今、流れが速くなっているので、適切に対

応していくのにやはり柔軟性が必要だと思うん

です。その場合に、３年スパンでやるとか、子

供の少子化対策に関しては、ここ１～２年とか

短い時間で解決する問題ではないので、長期的

なところでやっていかなきゃいけないと思うん

ですけれども、そういう意味からすると、組織

改編をいろいろやりますね、そういうときに流

動性ができるのかなという不安があったもので
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すから、お聞きしたところです。答弁はいいで

す。

もう一つは、部長にお聞きしたいんですけ

ど、部長マニフェストを出しますね。そのとき

に、部長は行革に関しては何か出されているん

ですか。ホームページを見ていないので、済み

ません。

○山下総務部長 部長マニフェストは、21年度

のはまだ出していないんですけれども、20年度

のは出ていまして、それの達成度というのは近

く出ると思います。私が掲げております中の一

つにこの定数の問題は掲げておるところでござ

います。

○髙橋委員 今、十屋委員がおっしゃった中

で、子供の部分では３つあったところを１つに

したということだったんですが、ちょっとその

ことで思い出したんですけど、実態は、市町村

に行くと、例えば放課後の子供の育て方で、知

事部局では放課後児童クラブ、教育委員会では

子ども教室というふうにあるんです。これがな

かなかミックスできないんです。これは国の省

庁、ここが根っこかもしれませんが、県もそこ

をうまくコーディネートできるような仕事をむ

しろこっちのほうでやってほしいなと思うんで

す。人減らしもいいけど、こっちのほうをうま

くやると、職員も現場も、十分納得するかどう

かはわかりませんが、志を高くして仕事ができ

るんじゃないかと思います。そちらの研究もも

うちょっとやっていただくといいかなと。その

辺は市町村の意見も十分聞いてください。ぜひ

お願いしたいと思います。

○緒嶋委員 この行革は、県も、行政の中では

市町村との連携というのが必要なわけです。そ

うなれば、行革の一つの流れ、整合性というか

そういうのがないと、県だけが先行してもどう

かというものもあるだろうと思うので、市町村

との絡みというのは行革の中でどのように考え

ておられますか。行革の中でも権限移譲とかい

ろいろ絡んでくるわけですね。それとの絡みの

中で基本的な考えというのは、県は市町村との

連携というのはどういうふうに思っておるか、

そこ辺をちょっと。一つのテーマではないかな

という気もせんでもないんです。

○桑山行政経営課長 市町村との連携といいま

すか、おっしゃるように、権限移譲とかそう

いったものを通じて、行財政改革を進める一方

で、住民サービスという視点から、そういった

ものが低下してはいけませんので、みずからの

行財政改革についてもそういうことがないよう

に留意しながら進めるとともに、おっしゃるよ

うな市町村との関連において留意すべきところ

は、市町村と個別に協議していく必要があると

思いますし、例えば県の出先機関の見直し等を

行うのであれば、市町村との個別の業務分野に

ついての協議等が必要だと思います。おっしゃ

るような権限移譲等におきましても、市町村と

連携して進めていく必要があるという認識は

持っております。

○緒嶋委員 もう一つ大きく言えば、将来は道

州制というのがテーマになってきつつあるわけ

です。そうなると、これは国とも、いろいろな

行政組織との絡みがあるので、頭の中にある程

度将来的なビジョンというのも描きながらこう

いうものはやっていくという視点も一面は必要

かなという気もするわけです。これは一つの要

望ですから、頭に入れておいてください。

○丸山委員長 ほかにございませんか。

○星原委員 行財政改革という中で、財政改革

という形で考えると、平成11～12年ごろは当初

予算6,800億ぐらいあって、今は5,600億ぐらい
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ということになると、1,200億円ぐらい財政面で

は減っていますね。そういうときに、減った部

分はどういう部分が減っていて、人的な部分の

役割は、減った部分に対してどこがどういう形

でかかわっているのかと、角度を変えてそうい

う見方はされているものなんですか、されてき

ていない部分なんですか。

○山下総務部長 総括的にお答えしますけれど

も、全体予算が減っている中で、その中に占め

る人件費の比率というのはずっと見てきており

ます。そういう見方からすると、総体の予算が

減っている中で同じような減り方といいます

か、率的には余り変わっていない。ただ、公共

事業等が相当減っておりますので、若干率は高

くなっているかなという気はしますけれども、

他県に比すと人件費比率は高くないというのが

私の認識でございます。

○星原委員 なぜそういう話をするかという

と、単純に言えば1,000億ぐらい公共事業費が

減っていますね。じゃ、その時代に仕事をして

いた人たちがどういう形になっていっているの

か。公務員の場合は定年が来ないと減らせない

わけでありますから、それはそれでいいんです

が、当時、平成12年、10年ぐらい前の枠の中で

仕事をしていた人たちを、予算が仮に半分ぐら

いに減ったとなれば、違う形で人的な機能を果

たせる意味で部署がえしていく中で、貢献度と

かそういったものを出させるための流れという

か、そういう方向みたいなものというのは決め

ている。あるいはそういう方向に沿いながら、

予算に合わせた形で、違う形で、公共事業関係

のところで働いていた人たちは、単純に言えば

人数が半分で済むんじゃないかという見方も出

てくるわけですね。そうなってきたときに、そ

の人たちの役割というのはどこで果たさせよう

とするとか、そういう感覚というのは、今後出

てくるんじゃないかと思うんです。予算が今み

たいに財政が厳しくなって減っていく流れの中

で、減らす部分だけじゃなくて、生かし方の部

分としてはどういうふうに生かそうと考える

か。そういう部分が出てくるんじゃないかと思

うんですが、そういう考えというのはないもの

ですか。

○山下総務部長 人材の流動性といいますか、

それぞれ専門職種で採用しているという色がご

ざいますけれども、先ほど行政経営課長が説明

をしました中に、例えば技術職員の事務部門へ

の配置といった形で、これはもちろん人材育成

という観点が大きいんですけれども、そういっ

たことは将来的には恐らくゼロではない。つま

り、技術職で入っても事務部門で育っていくと

いうこともゼロではないというふうに考えてい

ます。ただ、公共事業が減っているとはいうも

のの、中身が非常に濃くなっているといいます

か、社会的要請が、きめ細かい行政需要という

のが出てまいりましたので、当然それにかかわ

る職員の労力というのもふえると。１人でやっ

ていたのが1.2とかそこらあたりで仕事をすると

いうところも出てくるのではないかと思いま

す。基本的に県の職員というのは定年まで勤め

るということを前提にして職員管理をしてまい

りますので、その中でそれぞれの職員が生きが

いを持つと同時に、組織としても効率的にやり

たいということとどこで調和をつけるかという

ことになるかと思います。

○星原委員 これから議論させていただきたい

と思います。

○鳥飼委員 星原委員に関連しまして。きょう

は身体的、精神的な病休の問題についてはお聞

きしませんけれども、その時々の需要があって
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人の配置なり予算なりというものが変わってき

ているんじゃないかという指摘だっただろうと

思うんですが、県の定数条例は今どんなふうに

なっているのか、お尋ねします。

○桑山行政経営課長 ちょっとお時間いただき

たいと思います。

○鳥飼委員 今調べていただいておりますが、

なぜこれをお聞きするかといいますと、コンプ

ライアンスという所属もできたわけですから、

定数は何ぼというので動いていくというのは当

然あってしかるべきだというふうに思いますの

で、そこら辺について定数の中に当然あらわれ

ていくのではないかということでお尋ねをして

みたいと思います。

○桑山行政経営課長 済みません、お待たせし

ました。条例の定数ということでお尋ねかと思

いますが、6,039というふうになっております。

○鳥飼委員 内訳はなかったと思うんですが、

どんなふうになっていますか。教育委員会と

か、知事部局とか、警察官ですね、いろいろあ

ると思います。

○桑山行政経営課長 ただいま申し上げました

のは知事部局の数で申し上げております。

○鳥飼委員 知事部局という前提で議論をした

いと思いますが、これはトータルとしての、

今、部は８つありますけど、そこでの数という

のは決めていないんですか。具体的な運用があ

れば教えていただきたいんです。

○桑山行政経営課長 この条例定数を具体的に

各部局に割り振るという行為は特にしておりま

せん。そういうことはやっておりませんで、各

部局それぞれに人がいる分、現員がいる分、そ

こに定数があるというか、そういうことでござ

います。

○鳥飼委員 そうしますと、別冊１の資料５ペ

ージによると、平成21年４月では3,939名という

ことで、ここでもう2,100名の乖離があるという

ことになるんですけれども、そんなふうに見る

んでしょうか。

○桑山行政経営課長 定数条例におきまして

は、知事部局の中に公営企業の部分も入ってお

りますので、公営企業の分も足していただくこ

とになるというふうに思います。

○鳥飼委員 とすると幾ら乖離しているんです

か。

○桑山行政経営課長 従来から条例に定めます

定数につきましては、実際の職員数と申します

か、実際の定数とは幾らか幅があるという状態

でございました。一定の幅以上になればその条

例定数も見直す必要が出てくるという認識は

持っております。

○鳥飼委員 700～800は乖離をしているんです

ね。

○桑山行政経営課長 済みません、手元に正確

な数字を持っておりませんで、また確認したい

と思います。

○鳥飼委員 正確な数字が手元にないというこ

とで、この資料でいくと700～800かなというこ

とになるんですけど、星原委員が指摘をしたよ

うに、県がこれだけ定数減といいますか、人員

の削減をやっているということは県民にはわか

らないわけですね。やっていますよということ

ですけれども、定数の見直しもしっかりやって

いかないとまずいのではないか。ただ、交付税

の関係で何かあるのかもしれませんけれども、

というふうに思うんですが、どうでしょうか。

○桑山行政経営課長 定員管理といいますか、

総職員数であらわしておりますが、これにつき

ましては、毎年度６月の議会のときかと思いま

すが、一応議会のほうには御報告申し上げて、
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今、総職員数がこうなっていますよという話は

申し上げているつもりでございます。それで、

条例定数につきましては、やはり乖離が大きく

なれば、その削減、条例定数の減というものは

やっていかなければならないというふうに思っ

ております。

○鳥飼委員 財政課長、交付税等の関係で、条

例定数が云々するところが出てきますか。

○西野財政課長 交付税の算定上、基礎となる

のは、主に人口や面積などそういった基礎的な

データで、具体的な職員数等はカウントに入っ

ていないというふうに認識しております。

○鳥飼委員 そういうのはないということです

から、総務部長、これは30年ぐらい見直してい

ないだろうと思うんです。30年は大げさかもし

れませんけれども、20～30年というような単位

の放置といいますか、状況ではないかというふ

うに思うんですけれども、やはり適当ではない

と思うんです。例えば、先ほど言われたよう

に、少なくとも部ではおおむねこれぐらいとい

うことを内規で決めるとか、実質上、人事課

で、四本さんのところでやっているだろうと思

うんですが、そういうものがないと私たち県民

には見えないんです。そうすると、定員管理が

しっかりやられているんだろうかということに

なると思うんですけれども、その辺について部

長の考えをお聞きしたいと思います。

○山下総務部長 30年ということはなくて、た

しか平成16年４月に改正を、そのときに減らし

ましたけれども、しかし、それも実態に合わせ

てきちきちやったわけではない。というのは、

例えば育児休業とかああいう人たちは定数の中

に入らなくて、仮にオーバーすると、つまり定

数条例の数をオーバーすると、これはある意

味、分限の対象になるというところもございま

して、若干余裕を持って定数条例上の定数とい

うのは定めております。ただ、先ほど行政経営

課長が申し上げましたように、私どもの定員の

管理のあり方といいますか、状況というのは、

もちろん県議会には毎年その都度報告いたしま

すし、インターネットでも公表はしております

し、それから、たしか給与の関係で、県の広報

ですか、これにも掲載をしておると思います。

ただ、乖離が余りにひどいということになる

と、当然条例は改正しないといけないし、また

お願いをするということになるかと思います。

○鳥飼委員 17年であれば、このときにも300ぐ

らい乖離をしているわけですね。実質的にしっ

かりした見直しがされていないのではないかと

いうふうに思っています。先ほどもいろいろ出

ましたけれども、病休のこととかきょうは議論

しませんけど、かなりの精神疾患なり身体的

な、精神疾患の人が多いようですけれども、出

てきている状況がありますし、民間でもこの

間、産業何とかというところでそういうような

センターをつくられたということで、民間の企

業でもそういう苦労をしておられるというのが

あります。やはり適切な見直しをやるべきとこ

ろはしっかりやっていただきたいということを

申し上げておきます。

○丸山委員長 ほかにございませんか。

○徳重委員 教育委員会のことについてお尋ね

したいと思うんですけど、公立学校職員がかな

り減らされるということになっております。児

童数に対する定数というのは、国で文科省で決

まっているんじゃないかと思いますが、いかが

ですか。

○桑山行政経営課長 おっしゃるように、教員

配置の考え方というのは国のほうで示されて、

それが基本になっているというふうに思ってお
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ります。

○徳重委員 と言われますと、宮崎県の児童数

というのはある程度推定できるわけですから、

この数で足りるということで理解していいんで

すか。こういう削減の状況というのは。

○桑山行政経営課長 私、正確な知識を持ち合

わせていないんですけれども、国のほうで基準

を定めて配置される教職員、それと、あと、県

独自に措置をしている部分もあったのではない

かと思います。実際に正規職員で配置できる場

合と欠員等が生じて臨時職員等で対応している

場合によって、この職員数は動きますので、そ

ういう部分も要素としてはあるのではないかと

いうふうに思います。

○徳重委員 今、クラスを30人学級というよう

な形で、定数を相当削減しながら整理している

ような状況ですね。そうなりますと、教員とい

うのは専門職だと考えますときに、不足分につ

いては臨時職員対応というような形で処理して

いくのかなと。あくまで基本的な数字はちゃん

と維持しながらやっていくのか、そこ辺を

ちょっとお聞きしてみたいと思います。

○桑山行政経営課長 教育委員会の所管で詳し

いところまで十分わかっていないんですけれど

も、基本的には……。

○堀野総務課長 ちょっと立場が異なりますの

で、責任を持った御回答ができるかどうかとい

うのは御勘弁いただきたいんですけれども、教

員の定数というのは、今、委員の御指摘のよう

に、児童生徒の数で決まります。ただ、それは

あくまでも人数に対応するのではなくてクラス

数に対応します。40人１クラスでやっておりま

すので、クラス数に応じてそれぞれの学校の教

員数が決まるということでやっております。

30人学級の話もございましたが、現在１年

生、２年生で30人学級をやっておりますけれど

も、これはあくまでも定数の枠内の中でやって

おります。臨時職員というのは、臨時の講師の

方は結構いらっしゃるんですけれども、これは

あくまでも将来の児童生徒数の減に対応するた

めに、現実にその分を採用していますと、児童

生徒数が減ったときに過員が生じるということ

もございまして、そういった対応で置いている

分はございます。さらには、育児休業とか病休

とかそういった分の対応のために雇用している

分もございますので、基本的には児童生徒数に

対応した定員管理をやっているというふうに考

えております。以上でございます。

○徳重委員 最後にしたいと思うんですけ

ど、21年、ことしと、23年目標値、２年間で120

名の減という、非常に大きな数字かなという気

がするんですが、これは今おっしゃるように、

児童数に対するちゃんとしたデータのもとでこ

ういう数字を出されているのかどうか。

○堀野総務課長 昨年まで私、おりましたの

で、見直しもおととししたと思っておりますけ

れども、その時点でやったのは、そういった児

童生徒数に対応した数というものを想定して定

員管理の数字を決めたというふうに考えており

ます。

○丸山委員長 ほかにございませんか。

○福田委員 我が会派では、昨年度、公社等を

中心とした見直しの勉強会を現丸山委員長のも

とにやってきたわけでありますが、その意見の

中で、国でもそうでありましたが、県でもそう

でありますが、本体については、県では知事部

局等については、常時監視の目が議会や県民か

ら光っていますから、比較的改革等が実施しや

すいと見ているんですが、ポイントは、国でも

今出ておりますが、外郭、公社等の問題での見
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直しがかなりおくれておる。それが今、国政上

大きな政治問題化しておると考えるわけであり

ます。たくさんの法人等が出てきているわけで

ありますが、この中で、先ほど委員からござい

ましたが、出資比率がわずかでも重要法人に

載っておったところもございますし、私ども、

総務課長は御存じですが、文教の委員会で、た

くさん県の委託事業をおやりになりながら、全

くこの辺に出てこない法人等もあるわけです。

その辺を見ますと、やはりそのピックアップに

ついては、私は、初めて見てから、あっと思っ

たんですが、私が知っている、かつて私も仕事

を通じて関係した団体が11あります。私は農協

長をやっていましたから。いろんな内容はわか

るわけでありますが、とにかく知事部局プラス

行財政改革の大きなポイントは、私は公社、外

郭団体だと思っています。

なおかつ、今まで県議会が何回もこの行財政

改革そのものを特別委員会でやりながら実現し

なかったんですね。今度は、時流からしてもう

その時期が来ているということですんなり決ま

りました。これは知事部局も私どもも、県民の

負託を受けて徹底してやっていく時期だと考え

ておりまして、そういう面では、例えば具体的

に体育協会等についてはどういう位置づけにな

るんでしょうかね。

○桑山行政経営課長 冒頭の御説明の中で申し

上げましたけれども、平成14年ごろの公社改

革、対象としていた63の公社でこの指針がスタ

ートしたと申し上げましたが、基本的には知事

が所管しております知事部局と、それから警察

関係が１つありますが、これが対象とされてお

ります。教育委員会につきましては、教育委員

会がそもそも管理監督する立場にあるというこ

とで入ってなかったという形になっておりま

す。それで、今御指摘もありましたけれども、

単に出資金あるいは人の数等では単純に線引き

できないのではないかと。公社改革の対象とす

る公社等の範囲については、今の区分がそのま

までいいかどうかということも含めて、今回検

討する必要があるというふうに思っておりま

す。

○丸山委員長 ほかにございませんか。

○武井副委員長 お伺いしたいと思います。公

社関係だけお伺いしたいんですが、職員録を今

見たんですけれども、この職員録の後ろのほう

に各種委員会とか書いてあるわけです。こちら

のほうに入っていてこちらの中に出てこないも

のというのは幾つかあるんです。例えば宮崎県

公衆衛生センター、物産振興センターも、ずっ

と見ますけど、ここにはないです。あと、職業

能力開発機構もないんです。すなわち、ここに

出てこないもの、今、物産振興センターを出し

ましたけれども、これは教育委員会ではなくて

商工観光労働部の所管で、商工の常任委員会で

はいつもこのセンターのあり方は議論されるん

ですが、こういったものが入っていないのはな

ぜか伺います。

○桑山行政経営課長 先ほど申し上げました

が、この改革指針をつくった際に、63公社とい

う、当時指導対象にしておりました公社からス

タートしております。その基準を別冊２で大ま

かに３つで分けておりましたが、ああいう状況

であるわけですけれども、物産振興センターで

あれば、県の出資はないんですけれども、人的

支援を相当にやっているとか、おっしゃるよう

にいろんな団体がこの公社等の範囲の外に存在

しておりますので、今回の見直しに際しまして

は、その線引きをどうするのかを含めて検討し

たいというふうに思っております。
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○武井副委員長 わかりました。そこはまた調

査していかないといけないと思います。

もう一点お伺いしますが、こちらのほうの法

人などを見て、例えば県立芸術劇場というとこ

ろは、基本的にはメディキットホールの運営、

国際音楽祭の運営という形で、つまり、指定管

理で民間との競争の中でやる業務によって存立

をしているということになるわけです。すなわ

ちこの組織というのは、逆に言えば、その指定

管理がとれなければ、団体として公社として存

在しなくなるということになるわけです。こう

いった法人があるというのは、指定管理の公正

な競争とかそういった意味でも非常に課題が多

いと思うんですが、指定管理を受けることをほ

ぼ業務の大部分としている公社というのはどの

程度あるのか伺います。

○桑山行政経営課長 それをどういうふうにと

えらえて線引きをするかというのはなかなか難

しいと思うんですけれども、例えば公の施設と

ネーミングが極めて類似しているということで

あれば、この芸術劇場であったりとか、延岡に

ございます機械技術振興協会、そういったとこ

ろが挙げられるであろうというふうに思ってお

ります。

○武井副委員長 指定管理は、民間との競争の

結果としてそういったところが受託しているわ

けなんですが、民間との競争に負けてといいま

すか、仮にそこがとれなかったとすると、事実

上存在しなくなるような状況にある。すなわち

指定管理が今の財団の業務の大部分である法人

というのは、どういったものがあるのかという

ことをお伺いしたい。

○桑山行政経営課長 その御質問に対しては、

各財団の業務内容、中身に占める指定管理のウ

エートを今ここで直ちに把握することはできま

せんので、時間をいただきたいと思います。

○丸山委員長 ほかにございませんか。

○桑山行政経営課長 井上委員に御質問いただ

いておりましてお答えしておりませんでした定

員の部局別内訳というお話ございました。減の

数に関してかと思いますが、これにつきまして

は、例えば、総合政策本部が組織改編によりま

してなくなって県民政策部ができて、あるいは

市町村課が地域生活部から総務部に移ったと

か、部局を超えた組織の見直し、人員の異動が

ありますから、単純に部局別にどこが一番減っ

たかということをお答えは難しいというふうに

思っております。

○丸山委員長 それでは、ないようですので、

終わりますが、この公社等以外にも今出ました

外郭等、今後幅広く調査研究もしていかなく

ちゃいけないというふうに考えておりますの

で、非常にタイトなスケジュールの中でも頑

張っていこうというふうに思っております。今

後とも御協力をお願い申し上げます。それで

は、執行部の皆さん、ありがとうございまし

た。

暫時休憩いたします。

午前11時41分休憩

午前11時44分再開

○丸山委員長 委員会を再開します。

まず、先日開催されました委員長会議の結果

につきましては、先日の常任委員会で資料が配

付されておりますので、説明は省略させていた

だきます。御協力をお願いいたします。

それでは、協議事項１の委員会の調査事項に

ついてであります。お手元に資料１を配付して

おりますが、これを見ていただきたいと思って

おります。
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１の当委員会の設置目的につきましては、さ

きの臨時県議会で議決されたところであります

が、２の調査項目については、本日の初委員会

で正式に決定することになっております。調査

事項（案）ということで、公社等出資団体に関

すること、行政改革（人材育成の推進等）に関

すること、予算編成のあり方に関することとい

うふうに３つ書いておるんですが、今までの議

論を踏まえますと、出資法人だけでなく、県が

人的なこととか財政的なことに関与している公

社等、ほかの何とか協会というのも含めて調査

するのか。また、行政改革の一環としては、適

正な定数に関することとか、括弧書きのような

形ですべきではないかという感想を持ったとこ

ろであります。皆さん方の御意見をいただい

て、この調査項目について決めさせていただこ

うと思っておりますので、御意見を賜りたいと

思っております。

○十屋委員 今、委員長から発言があったの

も、（１）で「公社等」という中で副委員長が

言われたことも含まれるのかなというふうに思

いますし、行政改革の中で、先ほど言われた適

正な定員管理も入ると思うので、これで私は構

わないと思います。

○星原委員 細かくやっていけば本当に１年で

できるかなと、そういう問題もあるんですね。

どの辺にポイントを、１年目としてどういう

形、２年ぐらい続けなくちゃいけないのか、あ

るいは範囲をどの辺まで広げていくのか、その

辺を基本的にしていかないと、枠が広がれば、

調査やらいろんなことをやっていたら、かなり

時間的なものもあるでしょうし、今回この特別

委員会をどういう方向で１年間やっていくか、

基本的に決めて入らんといかんのかな。あるい

は１年で終わるのか、２年ぐらいは持つような

形で、短期で答えを出していくものと長期で少

し時間をもらうものと分けて考えるとか、その

辺を決めていかないと、ただ調査事項でぽんと

出て、どこまで調査していくかということにな

ると、その辺が一つのポイントじゃないかとい

うふうに私は思うんです。

○井上委員 民主党の会派の中でこの特別委員

会の設置というのを求めたので、ちょっとあれ

なんですが、基本的には、先ほど星原委員から

も出ましたように、予算ががたっと減っている

わけですね。予算編成のあり方そのもの、ある

意味では、そこをしないと定員の問題もいろい

ろな問題もなかなか出てこないと思うんです。

今のままでいけば、公社等の経営評価シートが

あったとしても、じゃ、具体的にどうするのか

というこっち側が出てこないと思うんです。特

別委員会が求めるのに、細かくこの１つ１つ

を、61法人でいいのかどうかという問題もあり

ます。全部を引きずって出してこういうふうに

するのかという問題もあるんですけれども、今

後の予算の幅を考えたときの編成のあり方含め

て、県にもう少しきちんとした姿勢というか基

準値を求めるというか、提起させるということ

が、私はある意味では必要だと思っているんで

す。

だから、おてっぱらでそのとき、先ほど徳重

委員から出ましたけど、先生をあと120人減らす

んですけど、それじゃ、具体的に根拠があっ

て120減らすのかと言われると、ないと思うんで

す。校長先生とか副校長先生はふえているけ

ど、現場の先生がどんどん減っているというこ

とがありはしないのかという問題点とか、突っ

込めばいろいろあると思うんです。そこあたり

は整理してかからないと、ことし１年でやると

きに非常に大ざっぱな特別委員会にならざるを
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得ないというふうに思うんです。だから、ある

意味では絞り込みと方向性というのをきちんと

出さないと。ことし１年はこれをやるというの

が必要なのではないかというふうに思うんで

す。

○十屋委員 今、説明がありましたけど、これ

が３月31日で終わりですね。来年に向けての取

り組みに特別委員会としての意見というものが

きちっと反映されるような取り組みができれば

というふうに思っています。

○井上委員 先ほど総務部長にそのことをお聞

きしたら、特別委員会側からのという言い方を

されたのが私は非常にひっかかるわけです。本

来はきちんと、人的なものを出さないで済むよ

うにするならどうするのかとか、具体的にもう

少し、今度見直しをしてかかっているのに、に

もかかわらずそれが出ないというのが、私は残

念でならないわけです。

○十屋委員 見直しするのにやはりこちら側か

ら提言するということも、特別委員会の一つの

考え方かなと思うんです。

○鳥飼委員 ここに公社等の資料があります

ね。それと本体のところと２つあるだろうと思

うんです。公社等を整理していくということで

あれば、その業務にかかわってきたといいます

か、住民サービスがどこでどう担保されるの

か。それを継続するとなると、本体の財政支援

なり人的支援はどうなるのかというところ、２

つあると思うんです。そういう意味では、公社

等のところと本体の予算編成とありますけど、

県の財政のあり方ですね、ここをやっぱり議論

していく必要があるんじゃないかというような

気が私はするんです。

○福田委員 県の財政に将来にわたって大きな

影響を及ぼす公社、外郭団体というのは、見た

らわかるんですね。お互い理解していると思う

んです。その辺はメーンに置いて調査検討して

いく必要があると思うんです。しかし、そうい

う外郭に限ってなかなか手がつけられないとい

うのが実態なんですね。今までずっとやってき

た。もう手がつけられない。だから、先送り先

送りで来たわけです。今日こういう状態になっ

ていますから、その辺はお互いが共通認識の上

に論議を進めていったらいいんじゃないと思い

ます。

○星原委員 執行部は、我々から言ってもらっ

たほうがいいと、ある部分は議会から来たとい

う、そういう感じがありありなところもあるか

なという感じがするわけです。

○鳥飼委員 それはちょっとあんまりな気がす

るんですけれども、住民サービスを下げること

で、我々が先に提起をしてからやったんですと

言われたら、それはやっぱり問題だろうと思う

んです。そこ辺がしっかりどう担保されるか、

その中でここはこうですよという議論に持って

いかないと、部長とか執行部のほうに利用され

るというのは、用心せにゃいかんと思うんで

す。

○星原委員 それと商法法人で目的を達成した

ところなんか、基金を引き上げるとか、出資部

分を引き上げるとか、そこまでやっていかなく

ちゃいけないのかな。今の財政厳しい中であり

ますから、その辺はやっぱり出していかなく

ちゃいけないというふうに思います。

○丸山委員長 なければ私のほうから。実は自

民党会派のほうで、昨年度、この公社等に関す

るプロジェクトチームをつくりまして研究した

中に、６月議会には地方自治法に基づいて、出

資比率が50％以上のものは経営状況等を議会に

報告しなさいというのがあるんですが、それだ
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けでいいのかというのも踏まえまして、条例を

自民党の中で研究をしてまいりました。公社等

だけではなくて、今言われました、財政的に今

後逼迫の可能性が高い、影響が高いものに関し

ても、各常任委員会がありますので、常任委員

会でしっかりとまずは議会がチェックするとい

う体制の条例も、他県では既につくっていると

ころもありますので、そういうことも含めてし

ていただければ、50幾つある公社等について

は、各常任委員会でチェックをしっかりかけて

いただくということも、そういった条例をつく

れば可能になるのではないかというふうに思っ

ておりますので、そういったことも含めて議論

をしていただければ幸いと思います。そのこと

について御意見を賜りたいと思います。

○井上委員 私は自民党の会派にいないので、

そのプロジェクトのことをここで委員長が言わ

れても、それは委員の皆さんがその中で発言を

していただくということが大事だと思うんで

す。確かにプロジェクトでやっていらっしゃ

る。じゃ、うちのプロジェクトをそのまま持っ

てきてここでやれるかというと、そんなことは

ないと思うんです。特別委員会は特別委員会と

しての性質というのをきちんと踏まえていただ

いて、そして、特別委員会の中で方向性とし

て、委員長がこういう方向性もということで御

提起があれば、それは議論をした上で、みんな

が納得した上で方向性を進めていけば、私はそ

れでいいと思います。

○丸山委員長 そういう意味で皆さん方に提起

をしているわけです。

○井上委員 余りにも自民党のプロジェクトの

話ばかりされると、前回もそうだったんです

が、そうされると、じゃ、御自分たちのところ

でやられた分については、御自分たちの中でほ

かの形で提起をされるなり、代表質問なり、一

般質問なり、その中で具体的にやっていただい

て、特別委員会は特別委員会として、ここで総

意のもとで何をやるのかというのを決めていた

だくと。

○丸山委員長 私の今の提案は、仕分けのとき

に、すべて50幾つもチェックすると大変だから

ということがあったものですから、各常任委員

会にも、今、50％程度出資しているところは経

営状況等をチェックしてもらっているんです

が、それをしていないところもあるということ

を踏まえて、この特別委員会ですべて見ること

もできるんですが、それをやったら大変だとい

う意見があったものですから、一つ提案させて

いただきました。

○星原委員 今出たように、要はやっていく中

で、そういうふうなものまで方向性として考え

ていける状況が生まれてくれば、そういうほう

に持っていけばいいわけで、それはそれとし

て、我々自民党でやったものは自民党、この特

別委員会は特別委員会としてやる中でいろんな

意見が出てくるでしょうから、これはやっぱり

このままじゃいかんという部分があれば、そう

いう縛りみたいな形まで進むだろうというふう

に私は思っていますので、あえてそんなにそこ

を表にせんでも出てくるんじゃないかと思いま

す。

○井上委員 委員長が言われる気持ちもわから

なくもなくて、私はたまたま今回商工の委員な

ので、３番目に出ている商法法人のところにつ

いてはやはり考えていかないといけないという

のわかるんです。それについてはそれぞれ議員

が所属の常任委員会を持っているわけですか

ら、そこで検討していく。特別委員会で学んだ

ことはそこで生かすということも必要というの
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はわかります。

○鳥飼委員 今度の６月議会に出てくるんです

ね。どっちかというと、ばたばたっといつも

やってきたような感じがするものですから、そ

れは言われるとおり問題だなというふうに思う

んです。だから、そこをもっと審議できるよう

な時間を担保するようにしていかんといかんの

でしょうね。それはどこの場になるかというの

は一つあるんですけど、そこは議運なり幹事長

会議の中で保証していくようにしていかんと、

しっかりした議論はできないんじゃないでしょ

うか。

○丸山委員長 そうしましたら、調査事項につ

いて、（案）というふうになっておりますけれ

ども、「公社等出資団体等」と「等」を入れた

ほうが明確になるということで「公社等出資団

体等に関すること」、何も書かずに、「行政改

革に関すること」、「予算編成のあり方に関す

ること」というぐらいで、「等」という言葉を

つけさせてもらって、それでオーソライズされ

るということで、この調査事項についてはよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○丸山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、委員会の調査活動方針・計画について

であります。活動方針（案）についてでありま

すが、資料１の３に書いてあるとおりでありま

す。関係団体との意見調整をやっていくという

ことでありますが、このようなことでよろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○丸山委員長 活動計画については、資料２を

見ていただきたいんですが、これらにつきまし

ては、当委員会に付託された調査事項や委員長

会議の結果を考慮して、調査活動計画（案）を

作成いたしました。これらの案につきまして何

か御意見等はありませんか。

○緒嶋委員 これで日程的に詰められるか、充

実した審議ができるかと思うんです。休会中１

回ぐらいで。何をやるかにもよるけど。

○丸山委員長 後から言おうと思ったんです

が、今、緒嶋委員が言われたとおり、仮にすべ

ての公社を見るとなった場合は物すごく大変な

―平成15年にこのような委員会を立ち上げた

ときには１個１個やっておりますので、特別に

委員会を開催したことも考えられます。先ほど

話しましたように、すみ分けをする、どこまで

入り込むのかによってかなり変わってくるん

じゃないかと思っておりますので、案という形

にさせていただいて、進行状況によっては急遽

特別委員会を開催することもあるというふうに

御理解していただければありがたいのではない

かと思っております。

○福田委員 この県内調査をですよ、恐らくは

外郭・関係団体はここにあるわけですから、県

内調査を１日振ってもいいですね、委員会での

意見、説明聴取に。

○星原委員 調べる方法として、班を２班とか

３班に分けて、同じ項目を調べてくれるだけ

だったら。これが全員で１つ１つをこうという

のは効率が大変じゃないかなと。逆に調査項目

をいろんなのを分けておいて、これぐらいは最

低どういう形でどうなのかとか調べる項目だけ

あれば、２班でも３班でも分けて調査すれば確

率が、それを持ち寄ればいいだけで、こういう

あれだということで。最低そういう方法も一つ

には、数多く調べようとすればそういうことも

やっていいのかなと。

○丸山委員長 ちょっと休憩します。
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午後０時１分休憩

午後０時２分再開

○丸山委員長 委員会を再開します。

それでは、活動計画については、変更もあり

得るということで認識していただいて、基本的

にはこれを基本にするということでよろしくお

願いしたいと思います。

次に、協議事項の（３）県内調査についてで

あります。もう一度資料２を見ていただきたい

んですが、予定では、７月16～17日に県南調

査、８月６～７日に県北調査を予定しておりま

す。今、意見があったとおり、ひょっとしたら

この県南・県北調査も、こちらで調査すると

か、１日だけ行ってするということもあり得ま

す。いろいろと御協議をさせていただこうと

思っておりますので、よろしくお願いしたいと

思いますが、御意見はありませんか。

○星原委員 県内は、宮崎市以外のところがあ

ればそういうところを中心に行ってもらえば。

○丸山委員長 私のほうからですが、例えば、

県北に機械技術振興協会とか、都城に都城圏域

地場産業振興センターとかケーブルテレビさん

とかいろいろありますので、そういうところを

回ることは可能だと。ほかにもあればそういう

のもチェックしながらやっていきたいと思って

います。また、緒嶋委員から言われた、行革に

対して市町村との連携を全然考えていないと

か、国の行革の考え方とか、いろいろあるかも

しれませんので、それも含めていろいろ交流さ

せていただければありがたいというふうに思っ

ておりますので、よろしくお願いいたします。

それでは、正副委員長に一任ということでよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○丸山委員長 次に、先ほど協議しました調査

事項を踏まえまして、次回の委員会での執行部

への説明資料要求について、何か御意見、御要

望等はございませんか。

○福田委員 先ほど言いましたように、知事部

局以外で関係の深い法人等も資料の提出をお願

いしたいです。教育委員会とか。警察本部は出

ていますね、暴力追放センターとか。ちょっと

おかしいなと。恐らく出資がちょっと変わった

形の出資になっていると思うんです。

○山下委員 数字を出してもらいたいんです。

この前、教育委員会のほうを聞き取りしました

ら、毎年80から100名ぐらいの人たちが精神障害

が出たりして休職されているということです。

知事部局、教育委員会、そういうところの休職

者ですね、微妙に職員採用の中でも影響がある

だろうと思うんです。できらたそういう数字を

出していただくとありがたいと思います。

○丸山委員長 ほかにございませんか。

なければ、あとは正副委員長に一任というこ

とでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○丸山委員長 最後になります。その他何か御

要望等ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○丸山委員長 それでは、次回は、６月定例県

議会の開会中でありますけれども、事務局案で

は６月26日金曜日午前10時から予定しておりま

すので、よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を終わりま

す。お疲れさまでした。

午後０時６分閉会


